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　　　　　　　通　告　書
　　　　　　　　　平成２２年　　月　　日

被通告人　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　通告人　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　本通告書作成代理人

　　　　〒１６２－０８２２

　　　　東京都新宿区下宮比町２‐２８

　　　　飯田橋ハイタウン１１０４
　　　　行政書士事務所

　　　　飯田橋総合法務オフィス
　　　　ＴＥＬ：０３－５２０６－７７７３

　　　　　　　　　　行政書士　小竹　広光

　冠省

　早速ですが、貴殿に対し、行政書士法第１条の３第２項に基づき、通告人の書類作成代理人として下記の通り通知致します。
　私は、平成  年にあなたと婚姻し、現在私たちの間には、  歳と  歳になる２人の子供がいます。

　あなたは、私に対し、今年の  月に入ってから、再三に渡り、一方的に離婚を要求するようになり、離婚をしたい理由を聞いても「性格が合わない」「離婚しろと占い師にいわれた」等、理解出来ない説明しかしていただけておらず、  月  日に至っては、貴殿は私と子供２人を置いて自宅を飛び出し、現在、自分の実家で暮らすに至っております。
　そして、こちらにたまに荷物を取りに来ても、養育費がいくらであるとかの離婚前提の話しかしてもらえない状態に至っております。

しかしながら、うちには資産や蓄えも無いため、現在、幼ない２児の子供を抱え、私が今後どうしたらいいかわからず途方に暮れていることは、あなたにも当然に理解出来るはずです。
　つきましては、もしどうしても離婚したいというのであれば、最低限了承して頂きたい条件を以下の通りまとめましたので、ご確認下さい。

１　慰謝料として金３００万円を一括にて
　　速やかに支払う、

２　長女○○と次女○○の２名が幼稚園を
　　卒園して手が離れ、私が自立可能とな
　　るまでは、婚姻費用相当額として、毎

　　月、金●●●●円づつ支払う
３　離婚成立後、子供が大学を卒業する年
　　の、卒業する日の属する月までは、養
　　育費として以下のとおり支払う。

　　１人あたり毎月　　　　　円

４　以上の１項から３項に関して不履行が
　　発生した場合には強制執行されても異
　　議がない旨を付した公正証書を作成す
　　ることを承諾し、必要な協力を行う。

以上、４項目です。
　なお、上記４項目のうち何れかでも応じられないというのであれば、こちらも離婚には一切応じませんので、その場合には、２項に記載した婚姻費用相当額の支払いを履行し続けて下さい。

　なお、恐縮ですが、本件に関する回答はすべて書面のみとして下さい。
　電話や口頭で結論を急かされたりすると、冷静な判断が出来なくなったり、後で「言った言わない」の行き違いになったりして、不要な紛争を生じる畏れがあるからです。
　なお、当然ながら、婚姻費用の分担がなされない場合には、家庭裁判所に婚姻費用分担請求の調停申立を行うなど、然るべき措置をとることになりますので、申し添えます。
　以上、大変恐縮ですが、よろしくお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　草々
